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１．はじめに 

 

 国土計画においては鉄道をはじめとする公共交

通の位置づけは重要な要素の1つである。ＴＥＮ－

Ｔ（トランスヨーロピアン交通ネットワーク）計

画が統合後のＥＵの政策の柱の一つとなっている1)

ように、特に近年においては高速鉄道を中心とす

る鉄道ネットワーク計画は国土計画の中でも高い

ウエイトを持つようになっている。 
 一方、わが国においては近年の国土計画では幹

線鉄道整備に対する基本的な政策は提示されてこ

なかった。新全総において新幹線整備が重要なウ

エイトを持っていたのに対して、三全総以降にお

いては、幹線鉄道に関して具体的な政策は提示さ

れず、全国新幹線鉄道整備法における整備計画路

線（いわゆる整備新幹線）のごく一部について慎

重に建設を進めるという内容となっている。わが

国において、全国的な幹線鉄道整備計画となって

いるのは1970年に制定されたこの全国新幹線鉄道

整備法で、それ以降35年以上にわたって新たなビ

ジョンは示されていない。また、同法による路線

もこの長期にわたる期間を経ても整備計画路線の

うちのごく一部が開業したのみで、基本計画路線

については進捗率ゼロであるばかりでなく具体的

計画の立案も全く行なわれていない。 
 一方、新幹線以外の幹線鉄道路線についても、

単線あるいは非電化の路線も少なくないなど多く 
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の課題を有しているが、全国的な整備計画や財源

制度などは確立しておらず、国土計画においても 
具体的な位置づけはみられない。 
 すなわち、わが国の国土計画における幹線鉄道

ネットワークに関する政策は、ごく一部の整備新

幹線計画に留まっており、それ以外の地方幹線鉄

道に関するビジョンは長年にわたって示されてい

ないことがわかる。 
 本研究では、このような状況を踏まえて、幹線

鉄道を中心とする公共交通ネットワークの国土計

画における位置づけについて国内外の現状につい

て考察するとともに、これから策定される国土形

成計画における位置づけについて展望する。 
 
２．国土と幹線鉄道に関する各国の状況 

 

(1)国土と幹線鉄道に関する戦略と研究事例 

 

 近年、ヨーロッパを中心として京都議定書の目

標を上回る温暖化ガス排出量削減の必要性が認識

されつつあり、2020年までに1990年度比30%程度

以上削減、2050年までに50%程度以上削減するこ

とを視野に入れ始めている国が多い2), 3)。EUでは

経済統合に伴って交通の面でも効率性を向上させ

るため、高速鉄道網の整備が重視され、ＴＥＮ－

Ｔのプロジェクトとして進行しつつある1), 4)。温暖

化ガス排出量削減における極めて高いハードルを

クリアすることや、地域統合の効果を十分に発揮

させることを目指して、運輸政策面では鉄道を重

視することが不可欠であると考えられている。 
 研究面においても国土計画における鉄道整備の

重要性を述べたものが少なくない5), 6)。これらの研

究では、各国の高速鉄道の状況を紹介するととも

に、地球環境問題や安全な移動という観点を中心

に高速鉄道の重要性が示されている。 
 また、アジア各国においても同様に高速鉄道整

備を中心とする鉄道ネットワークの充実が重要な

政策テーマとなっている7)～9)。特にアジアの高速



鉄道は、近年大きな進歩を遂げ、将来的にも成長

が見込まれている。 
 一方、日本では長い間、整備新幹線が批判的に

議論されてきたことや、実際に進捗が極めて遅い

ことなどから、整備新幹線などの必要性を論じる

研究はいくつかみられる10)～13)ものの多くない。 
 このように、近年の世界の各国においては高速

鉄道を重視する方向にあり、国土計画における最

も重要な政策の一つとして位置づけられつつある

のに対して、わが国では、長い間、総合的な幹線

鉄道計画が立案されない状況にあるなどなど、国

全体の新しい鉄道計画を国土全体の視点から論じ

るという面からみて対照的であることがわかる。 
 
(2)近年の整備新幹線の状況 

 

 整備新幹線については採算の悪い公共事業とい

ったようなレッテルが長期間にわたって貼られて

きた14)こともあって国土計画上も明確な位置づけ

がなされてこなかったという側面もあるが、近年、

これらの批判は根拠が薄く、他の公共事業と比べ

て採算面でも極めて良好なプロジェクトであるこ

とや、環境・安全面等でも優れたものであること

が示されており15)、それらを受けて2000年以降に

おいては次第に整備が進みつつある。まだ著しい

進捗とまでは言えないが、九州新幹線鹿児島ルー

トの全線開業、北陸新幹線の北陸中心部までの延

伸、東北新幹線の全線と北海道新幹線の函館まで

の開業がそれぞれ視野に入ってきており、これら

のネットワークをさらに活用していくためには、

その周辺の地方幹線鉄道も含めた新しいビジョン

が必要とされる時期を迎えていると考えられる。 
 
３. 国土計画における幹線鉄道計画の位置づけ 

 

 国土計画における幹線鉄道の位置づけは、以下

のように、新全総と三全総以降で大きくわかれる。 
 a)新全国総合開発計画 
 全国新幹線鉄道整備法(1970年制定)は、東海道

新幹線の成功を背景としており、新全総(1969年制

定)の大規模プロジェクト構想を支える幹線鉄道計

画と位置づけられるもの16)である。 
 b)第三次全国総合開発計画 
 オイルショック(1973年)後の三全総(1977年制定)
では、当時建設中だった東北・上越新幹線の建設

は継続するものの、国鉄経営が行き詰まりつつあ

ったことも影響し、整備新幹線の建設などの鉄道

整備については積極的・具体的な位置づけはない。 

 c)第四次全国総合開発計画 
 四全総(1987年制定)では、多極分散型国土の実

現のために高速鉄道の整備を進めることが示され

る17)とともに、全国一日交通圏の構築など掲げら

れている。だが、多極分散型国土の姿とその実現

への方向性などについては記述が無く、計画の目

標が曖昧であるとの指摘もある18)。 
 国内幹線交通体系の形成のための高速鉄道整備

については、全国新幹線鉄道整備法に基づいて対

処することが記述されている19)ものの、整備新幹

線の着工については、「国鉄改革の主旨をも考慮

して逐次建設に着手する」という経営的な視点か

らの記述で、むしろ消極的な内容となっている。

また、実際に四全総を受けて高速鉄道整備が進捗

したという事実はない。 
 d)21世紀の国土のグランドデザイン 
 四全総に続いて国土の将来構造を示した「21世
紀の国土のグランドデザイン(1998年制定)」は、

COP3 京都会議(1997年)の直後でもあり、成熟社

会の到来や情報化とともに、人口減少社会や地球

環境に対する意識の高まりを受けたものとなって

いる20)。 
 国内交通体系の基本目標については、四全総か

ら全国一日交通圏の形成推進が引き継がれるとと

もに、自然災害に対する冗長性を持った交通体系

の形成や低環境負荷といった目標が掲げられてい

る。国内交通体系の長期構想としては、既着工の

整備新幹線の整備推進、在来線と新幹線の直通運

転、各種の在来線高速化策が示されているが、四

全総と同様、具体的な政策の目標や整備の意義は

示されていない21)。 
 また、安全で自然と調和した交通体系形成のた

めの施策として2項目示されているが、このうち

「安全な国土づくりに資する交通体系の形成」の

なかでは、鉄道に関する具体的な政策は示されて

いない。また、「環境への負荷の少ない交通体系

等の形成」については、低燃費車、電気自動車、

渋滞ポイントの解消、TDM、ITSといった自動車

関連の具体的な方策が示されているが、幹線鉄道

整備については「コンテナ列車の長大編成化等に

資する鉄道整備等21)」というごく一部の物流政策

に関する表現のみにとどまっている。 
 
４．国土形成計画に向けての展望 

 

(1)幹線鉄道の位置づけ 

 

 以上のように、新全総では全国新幹線鉄道整備



法を中心とする幹線鉄道計画は明確に位置づけら

れていたが、その後の一連の全総計画は全国新幹

線鉄道整備法による計画を踏襲するだけで、新た

な基本方針の提示は変更がない。また、その全国

新幹線鉄道整備法自体も長い期間が経過している

にもかかわらず、整備計画路線のごく一部の建設

にとどまっており、基本計画路線あるいはその代

替となるべき在来幹線鉄道に関しては具体的なビ

ジョンが提示されていない。 
 このように、わが国では近年の国土計画におい

ては、幹線鉄道整備は明確な位置づけが行なわれ

てこなかったと言え、欧州だけにとどまらず、ア

ジア・アメリカ各国においても、鉄道の持つ環境

に対する優位性、安全な輸送、正確な運行といっ

た時代のニーズにマッチした特徴が再評価され、

重要な交通施策として位置づけられ始めているの

とは極めて対照的な状況にある。 
 
(2)国土形成計画における位置づけの展望 

 

 国土計画が環境重視の方向となるべきことは言

うまでもなく、これからの国土デザインの中にお

いて環境を重視した交通政策として、鉄道を中心

とする公共交通ネットワークについての具体的ビ

ジョンを描く必要がある。特に、幹線鉄道のサー

ビス水準の目標について考え方を示すことが重要

であると考えられる。 
 今後のわが国の交通政策においては、環境への

負荷を考慮すると、自動車交通に対して競争力の

強い高速鉄道の役割は重要であると言え、そのサ

ービス水準の目標を具体的に設定して取り組む必

要がある。 
 例えば、わが国の幹線鉄道には表定速度が

100km/hに満たない路線が多く、これらの路線は

自動車との競争では厳しい立場に立たされており、

より競争力の高い適切な目標水準を示す必要があ

る。 
 
(3)目標達成のための手法 

 

 幹線鉄道のサービス水準の目標達成には、実質

的な旅行時間の短縮、乗継ぎ拠点での接続改善、

運行頻度向上などが必要である。この実現には、

幹線鉄道の建設だけではなく、既存の鉄道の線形

改良や線路容量向上策、高性能車両の投入と高度

な保安装置の導入などの方法がある。 
 国土全体の公共交通ビジョンを描くためには、

整備新幹線などの個別プロジェクトの進捗を目標

に掲げるだけではなく、サービス水準の目標達成

に向けて考えられる様々な手法が具体的に提示さ

れる必要がある。 
 現在は、新線建設以外の事業については、民間

企業であるＪＲや私鉄に委ねられている状況であ

るが、経営的視点からの判断では大都市圏を除い

てほとんど進捗をみないのが現状であり、社会資

本としての鉄道整備のビジョンを示し、公的な責

任を明確にした上で着実に進めていく必要がある。 
 また、整備財源についても真摯な議論が必要で

ある。整備新幹線は無駄な公共事業の代表である

かのような指摘がこれまで少なくなかったが、国

による公共投資の1％に満たない割合で推移してお

りその重要性と比べて過大であるという状況では

ない10)。また、国際間の比較においても、フラン

ス・ドイツなどが国鉄の改革以降において鉄道整

備財源を増やしているのに対して、わが国は国鉄

改革以降の鉄道投資が相対的に減少していること

や、先進各国と比較して鉄道投資における公的財

源が少ないことも示されている22)。国土全体のビ

ジョンのなかで幹線鉄道の役割を位置づけたうえ

で、財源についてもこれまでの整備新幹線に対し

て繰り返されてきたような科学的根拠の薄い先入

観的議論ではなく、国民の立場に立った公平で正

確な議論のなかで検討されていく必要がある。 
 
(4)公共交通ネットワークと地域交通・都市計画と

の整合 

 

 現在のわが国の公共交通ネットワークは、新幹

線を中心として在来の地方幹線や都市内幹線鉄道

線がそれを補完し、さらにローカル鉄道路線やバ

スネットワークが展開されるという構造になって

いる。この基本的な考え方は適切なものであるが

その実現にあたっては長期的なビジョンを欠く面

があった。 
 まず、整備新幹線が長年にわたって計画だけの

状況であったことが、沿線での地域交通体系の確

立や、都市計画をはじめとする都市づくり政策を

遅らせてきたことがあげられる。札幌・青森・富

山・金沢・福井・熊本・鹿児島など、地方都市圏

としては規模が大きく、わが国の国土構造にとっ

て貴重な都市圏において、都市づくりの中核とな

るべき新幹線駅ができるかどうかさえ数十年にわ

たってわからない状況が続いてきたため、都市づ

くりに大きな影響が生じてきた。また、函館・青

森・上越・黒部・高岡・八代など新幹線が新駅と

なる都市では、新たな都市構造の構築が求められ



るが、そのような都市づくりにも大きな影響が生

じてきた。これらの都市ではようやく新幹線の開

業が視野に入り、都市づくりのビジョンを描ける

ようになっていることからもわかるように、国土

計画において適切な幹線交通のビジョンを提示で

きなければ、それぞれの都市のビジョンを描く上

で大きな支障が生じる。 
 また、わが国の公共交通は多くの民間企業によ

って運営されていることも国土計画におけるビジ

ョン提示が重要であることの一つの要素である。

すなわち、幹線交通から地域交通に至るまでの公

共交通をどのようにして階層的に整合させていく

のかを提示していく必要がある。 
 スイスのRAIL2000計画23)は、幹線鉄道において

パターン化されたダイヤの構築を目指すものであ

るが、そのことによって、幹線鉄道と接続するバ

スなどのダイヤもそれに合わせて設定することが

できるようになる。このように、いわゆる「パル

スタイムテーブル」を国土全体で実行できるよう

なビジョンを描いている24)ことなどは参考になる

ものといえる。 
 従来から幹線鉄道を軸とした都市圏の形成によ

って、比較的コンパクトな国土を形成してきたわ

が国の今後の方向として、これらの公共交通の体

系をさらに洗練させて、次の世代に向けての国土

を形成していくことが必要であると考える。 
 
５．おわりに 

 

 本稿では、国土計画における公共交通の位置づ

けに関して、多くの国が鉄道整備を重要政策と位

置づける中にあって、現在のわが国の幹線鉄道施

策は国土レベルの計画では重視されていないこと

を示し、国土形成計画の中で位置づけていくこと

の必要性について論じた。また地域交通の柱とし

ての計画の重要性も示した。 
 環境･エネルギー問題も踏まえて喫緊に対応すべ

きわが国の交通政策において新しい方向づけの議

論が国土形成計画の策定を機にして展開されるこ

とが期待される。 
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